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1――安倍政権の骨太の方針、成長戦略 

例年、６月には「骨太の方針」や「成

長戦略」が閣議決定される。図表１は、

安倍政権がスタートしてからの骨太の方

針と成長戦略のテーマの変遷だ。 

骨太の方針は、主に予算にかかわる政

権の財政・経済政策の基本方針を表す。

この基本方針は、時々の日本の課題を映

し出す鏡であり、その変遷を追うことで

日本経済の歩みを振り返ることができる。

2013年は「デフレ脱却」に向けて動き出

した年である。アベノミクスの３本の矢

「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」

「民間投資を喚起する成長戦略」が放たれ、これまでとは質・量ともに次元の異なる対応が実施され

た。2014年はデフレ脱却が見え始め、経済の好循環を如何に生むかが課題となった。４月に実施され

た消費増税で消費が一時的に落ち込む中、需要の安定的な拡大に向けて賃上げが論点となった。2015

年は消費再増税が延期された中で策定されて経済の腰折れを防ぐことが最優先される一方、景気回復

の果実を地方部まで波及させることもテーマとなった。2016年は経済の回復力に力強さが戻ったこと

で、より長期的な政策に軸足が移されることとなった。2015 年 10 月に発足した第３次安倍内閣は、

デフレ脱却と経済成長を意図してきた従来の矢を「希望を生み出す強い経済」に統合し、新たに「夢

を紡ぐ子育て支援」「安心につながる社会保障」という分配政策を加えて新・３本の矢とした。骨太で

もその方針は反映され、新たに「成長と分配の好循環」というキーワードが登場している。2017年は

人口減少に伴う人手不足に対応するため、生産性を向上させる人材投資に重点が置かれた。女性や高

齢者の労働参加が進み、量から質へと政策の力点が変わってきたと言える。その流れは 2018年にも引

き継がれ、人材の質を高める幼児教育の無償化や高等教育の無償化を巡って大きな議論となった。 

 

年度 骨太方針 成長戦略

脱デフレ

・経済再生

デフレから

好循環拡大へ

経済再生なくして 未来への投資

財政健全化なし ・生産性革命

第4次産業革命

に向けて

人材への投資を通じた Society 5.0の

生産性向上 実現に向けた改革

少子高齢化の克服による 「Society 5.0」

持続的な成長経路の実現 「データ駆動型社会」への変革

（資料）首相官邸HP
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（図表１）安倍政権の骨太の方針、成長戦略の変遷
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成長戦略は、企業活動を活発にさせる規制緩和や投資減税などの方策をまとめたものであり、日本

経済を持続的成長に導く道筋を示すものとされる。2013年に策定された成長戦略も骨太と同じく経済

回復に照準を合わせたものであり、「-JAPAN is BACK-」というサブタイトルが付けられた。2014年は

「稼ぐ力」を高めるため「ROE」の達成が重視され、2015 年は「生産性革命」の本丸として投資が重

視された。2016年になるとIoTやビッグデータといった技術的ブレークスルーを活用する「第４次産

業革命」への取組みが強化され、2017年には先端技術を社会に還元する「Society 5.0 」の制度設計

が進められた。成長戦略の力点は次第に具体化する方向にあり、2018年は行政やインフラ、生活、産

業など個別分野でのSociety 5.0 実現に向けたロードマップ策定が進んでいる。 

 

 

 2――今年は選挙が予定され大きな争点はなし  

 骨太の方針と成長戦略に関する議論は、

安倍首相を議長とする「経済財政諮問会議」

と「未来投資会議」でそれぞれ進められて

いる。例年通りであれば、６月の中頃には

閣議決定される見込みだ。 

図表２は、会議体の中で議論が進む項目

である。引き続き「デジタル化」と「雇用

改革」が主要なテーマになると見られる。 

デジタル化については、競争環境を整備

し、先端技術を活用した付加価値の高いサ

ービスの創出を目指す。大阪で開催される

今年のＧ20では、国境を越えた自由なデー

タ移動を認める「自由なデータ流通圏」の

構築に向けたルール整備も提唱する。また、

分配面については、世代間や世代内に生じ

た格差の是正を取上げる。意欲ある高齢者

が70歳まで働ける環境を整備し、副業・兼

業のルールづくりも進めて、個人がより自

由で多様な働き方ができる環境を整備して

いく。さらに、バブル崩壊後の就職難を経験し、不本意ながら非正規として働いている人やひきこも

りなどで社会参加が求められる人など「就職氷河期世代」に対する支援も拡大する方針だ。 

今回の骨太では、７月に参院議員選挙を控えて、世論や業界団体からの反発が起きかねないような

切り込んだ内容はあまり見られない。大胆な改革テーマは避けられている、との印象も受ける。2019

年の骨太は、昨年度の方針を引き継いで内容を補足強化するものに留まるのではないだろうか。意見

が対立するテーマが乏しい中、最低賃金の引き上げに関する議論は、今後注目が集まりそうだ。 

 

 
(資料)　内閣府、各種報道より作成

経済の好循環

拡大

最低賃金の引上げペース拡大

生産性向上につながる企業支援の強化

全世代型

社会保障

70歳まで働ける雇用環境の整備

年金の受給開始を70歳超にできる仕組み

一定収入以上で年金額が減る在職老齢年金の廃止

地域活性化

観光、農林水産業の活性化 

対日投資の促進

地銀の株式保有制限の緩和

デジタルガバメント

マイナンバーカードを活用した行政手続きの電子化

情報銀行のデータ使用の標準化

デジタル市場のルール整備

（図表２）「骨太の方針 2019」「成長戦略」の主要テーマ〈予定〉

Society5.0

次世代通信規格「５Ｇ」投資の促進

革新的技術のインフラ分野への導入

就職氷河期世代への支援拡大
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3――最低賃金の引き上げ 

最低賃金の引上げについては、

５月 14 日の経済財政諮問会議で

議題にあがり、今年の骨太でどの

ように扱われるのか注目が集まっ

ている。同会議の資料を見ると、

民間議員から「より早期に(労働者

数)全国加重平均が(時間額

で)1,000 円になることを目指す

べき」との意見も出てきている。 

日本の最低賃金は、地域別と産業別の２種類が認められている。このうち、世間からより大きな注

目を集めるのは、地域別最低賃金である。地域別最低賃金は産業別最低賃金の土台ともなっており、

各都道府県に１つずつ設定されている。2018年の地域別最低賃金は、全国加重平均で874円と民間議

員の主張する 1,000 円にはまだ距離が残る。また、地域別には最も高い東京(985 円)と最も低い鹿児

島(761 円)で 224 円の差が存在し、地域間格差が大きく残った状況でもある。一方、最低賃金の引き

上げは、2016 年以降３年連続して年３%を超える水準で実施されてもおり、過去と比べれば高い水準

にあるとも言える。 

今回の論点は、最低賃金の引き上げ幅を更に拡大し、年３%を超える水準にしようというものである。

日本経済をマクロな視点で見た場合、労働市場は完全雇用に近く、賃金には上昇圧力が掛かりやすい

状況にある。さらに、企業が稼いだ利益のどれだけを労働者に配分しているのかを示す「労働分配率」

は、企業収益が過去最高を記録する中、低下傾向にある（図表３）。そのような状況下、分配面の偏り

を制度的に是正し得る最低賃金の引上げは、賃金・可処分所得の増加によって消費の拡大につながり、

経済の好循環を生む手段となる可能性もある。 

一方で、最低賃金の引上げは労働コストを引き上げるため、企業経営に大きな負担を強いる。引上

げペースが早過ぎれば、韓国のように失業者の増加や経済の失速など深刻な問題を引き起こしかねな

い。特に、経営体力の少ない中小企業には負荷が掛かりやすく、状況が異なるところに一律の引上げ

があれば、競争力が大きく損なわれる産業も出てくるかもしれない。最低賃金の引上げ幅の拡大は、

経済に悪影響が及ばないように慎重に検討を進める必要がある。 

各論で意見対立が生じやすい課題であり、今後、どのような議論になっていくのか注目である。 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

67.4

75.5
74.7

72.7

66.2
▲ 50

0

50

100

150

200

250

65.0

67.5

70.0

72.5

75.0

77.5

80.0

80 85 90 95 00 05 10 15

繰越利益剰余金（右軸）

労働分配率

（図表３） 企業の繰越利益剰余金と労働分配率
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(注) 付加価値＝人件費＋営業純益＋支払利息＋租税公課＋動産・不動産賃貸料

労働分配率＝人件費／付加価値×100

(資料) 財務省「法人企業統計」
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